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IFRS財団評議員会
MichelPrada議長に訊く

－IFRS財団の活動と３つの会計基準が

併存する資本市場の課題－

本誌では、2012年６月、IFRS財団評議員会のPrada議長の来日にあわせ、座談会を開催した。

Prada議長は、座談会に先立つ会議で、以下のメッセージを強調していた。

・ 日本基準、米国会計基準（USGAAP）、国際財務報告基準（IFRS）と３つの会計基準が1つの資本市場で併

存することは問題である。

・ 米国の決定は重要ではあるが、各国は自由に意思決定することができる。米国が決めないからと言って、IFRS

適用の意思決定が下せないわけではない。

・ 日本が完全にIFRSをアドプションすることを期待する。アドプションというゴールをできるだけ早く達成

することが重要である。

そこで、座談会では、プラダ議長に、IFRS財団の活動の最新動向を伺うとともに、上記メッセージについて

深く掘り下げてお話いただいた。

今後、IFRS対応において日本が進むべき方向を探る意味でも、是非ご一読いただきたい。
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山 崎 本日はお忙しい中、お時

間を割いていただき、ありがとうご

ざいました。日本における国際財務

報告基準（IFRS）に焦点を当てて

話を進めたいと思います。また、

IFRSに関するご意見又は日本に対

するご提言などございましたら、お

聞かせいただきたいと思います。

まず、IFRSに関する日本公認会

計士協会（以下「当協会」という。）

の歴史についてお話したいと思いま

す。ご存知のとおり、当協会は国際

会計基準委員会（IASC）の創設メ

ンバーであり、以来、長年にわたり

関わってきました。かれこれ40年近

くになると思います。もうお亡くな

りになりましたが、当協会の古参の

会員でもあった白鳥栄一氏が一時期、

IASC議長を務めておりました。当

時、証券監督者国際機構（IOSCO）

は必ずしも好意的ではありませんで

したが、白鳥氏は激論の末、IASC

を認めさせました。

日本では、現在の会計基準設定主

体である企業会計基準委員会

（ASBJ）が2000年に設立されました。

それ以前は政府が主体で、当時は大

蔵省（現、金融庁）の企業会計審議

会が会計基準を設定する公式の場と

なっていました。2000年当時、旧制

度では専門的にも、資金的にも、人

的にも、新たに発足した国際会計基

準審議会（IASB）やIFRSの動きに

ついていけないということで、民間

部門の会計基準設定主体としてASBJ

が設立されたのです。そして、この

10年間ずっと、IFRSとIASBの発展

を支えてきました。

現在、IFRS財団評議員会の副議

長を藤沼亜起氏が務めていますが、

彼は、２期前に当協会の会長を務め

ていました。藤沼氏は、かつて国際

会計士連盟（IFAC）会長も務め、

現在は当協会の相談役です。

2005年にIFRSが欧州で導入され

たときには、我が国でも大変真剣な

議論がなされました。そして、日本

社会に対して数々の提言を行ってき

ました。

現在、IFRSのアドプションを躊

躇する動きが一部にありますが、こ

れはいつものことだというのが私の

見解です。つまり、日本は何か新し

いことをするとき、いつも最初は逡

巡しますが、いったん決まってしま

えば、新たな組織あるいは基準を推

進する最も建設的なメンバーになる

と思います。しばらく時間はかかる

と思いますが、最終的には、IFRS、

IASB、そして評議員会の強力なサ

ポーターになると思います。

山 崎 さて、最初の質問は、新

政権下でフランスは変わるのか、新

大統領は欧州におけるIFRSの位置

付けにどういう影響を及ぼすのかに

ついて、お伺いしたいと思います。

MichelPrada １人のフランス

人として、個人的な見解を述べさせ

ていただきます。

Fran�oisHollande氏は社会党の元

党首ですが、社会民主主義者であり、

これは政治的には多数派ということ

です。彼は、金融経済問題にきわめ

て合理的に対処すると思います。フ

ランスでは、経済危機の後に政権交

代のあったほとんどの国と同じ状況

が起きています。

実のところ、Hollande大統領が

IFRSに関する問題を認識している

かどうかさえ分かりません。しかし、

欧州規制市場の上場企業についての

財務報告の方針は、EUレベルで意

思決定されています。つまり、EU

レベルで決定し、適用されたことに

ついて、今になって、国レベルで変

更することはあり得ません。欧州規

制市場の外では、各国が非上場企業

について自国の財務報告制度をいま

だに決定することができるのです。

したがって、必ずしも広く認識され

ていないのですが、欧州においても、

上場企業に適用されない各国の国内

基準にばらつきがあります。つまり、

2005年まで欧州はある意味において

先頭を走っていましたが、私の見立

てでは、全体的なアドプションにつ

いては少し遅れているように思いま

す。フランスの新政権が現時点で、

こうしたIFRSに向けた動きを批判

するとはとても思えません。もはや

重要課題ではないのです。経済界は

IFRSの妥当性を既に理解していま

す。日本や中国、そして、どの国で

もそうであるように、懸念はあった

かもしれません。これまでの習慣を

変えなければならなかったからです。

しかし、今日、IFRSはいとも容易

に適用されています。

なぜこんなことをお話するかとい

うと、会計基準の変更とその複雑さ

やコストについて企業経営者がしば

しば懸念を表明していることを見聞

きしているからです。欧州は2005年

にIFRSに移行しましたが、私は今

日この場で、その作業は決して困難

ではなかったと宣言することができ

ます。当時、私は証券規制当局にお

りましたが、正直なところ、私たち

は大変神経質になっていました。

IFRSへの移行で会計が大きく変わ
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るのではないか、市場で大きな困難

が起きるのではないか、作業が遅れ

ている企業はどうなるのか、間に合

わないのではないかなど、さまざま

なことを心配しました。ちなみに

IFRSへの移行が正式に決まったの

が2002年、全面適用が2005年ですの

で、３年間、正確には３年に満たな

いうちに移行しており、きわめて順

調でした。

１ 米 国

関 根 次に、米国について見解

をお伺いしたいと思います。昨年12

月、私を含めた企業会計審議会メン

バーが米国に行き、米国証券取引委

員会（SEC）と米国財務会計基準審

議会（FASB）を訪問してきました。

SECでは、Schapiro委員長とはお目

にかかれませんでしたが、SEC委員

の１人と主任会計士他のSECスタッ

フに会い、グローバルな基準の設定

に米国が大変前向きであるという印

象を持ちました。しかし、一方で、

FASBも含め、基準の適用とガイダ

ンスについては懸念があるようでし

たので、何が起きているのか、現状

はどうなっているのか心配になり、

お伺いする次第です。

Prada 米国は、私たちと同じ長

期的目標を掲げていると思います。

そうでなければ、G20の共同声明

（コミュニケ）に署名したり、グロー

バルな会計基準実現に向けた意思を

表明したりはしないだろうと思いま

す。グローバルな基準など必要なく、

米国会計基準（USGAAP）で十分な

ので別の基準は要らないと言ってい

たはずですが、米国は国際的な基準

に向けて少しずつ進化させようと努

力してきました。私たちは、米国の

懸念、そしてそれが国際的戦略に則っ

たものであるということを明確に理

解しなければなりません。

米国は世界最大の経済大国です。

米国市場の時価総額は全世界の市場

の時価総額の約３分の１を占め、世

界の全上場企業の50％超が米国市場

で上場しています。米国当局にとっ

て、米国内の関心はきわめて重要な

のです。米国と努力をともにした者

たちにとっても同様です。私たちは

IOSCOで米国とともに働きましたが、

米国で国際問題を担当している人々

と日常的に米国人と向き合っている

人々とでは、常に、何らかの見解の

相違があります。この種の緊張ある

いは矛盾は、国内問題を担当する人

々の考える優先順序と国際的な動き

やグローバル化に尽力する人々が

描く構想の間に常に存在するもので

す。米国財務省やSEC、米国公認会

計士協会（AICPA）には、グローバ

ル化やIFRSのアドプションに向け

て必死に頑張っている人々が大勢い

ます。

したがって、私は、米国の主要な

指導者たちはこの方向に突き進もう

としていると確信しています。ただ、

経過措置に対処しなければならない

ということです。

また、米国は自由な経済で自発性

を発揮しやすい国ですが、その一方

で、何かを規制するとなると、細か

いところまで規制しようとします。

USGAAPもその一例です。USGAAP

は綿密な枠組みで、米国企業に厳格

な枠組みと定型に基づく報告を求め

ますが、これはある意味、企業にとっ

ては楽なことでもあります。なぜな

ら、適切に項目にチェックしておけ

ば、どの当局からも文句をつけられ

ずに済むからです。こうした米国企

業が日常的に行っている制度から、

より原則主義的で判断が大きな役割

を果たす制度に移行し、法律上、あ

まり楽ではない立場に立ち、自ら選

択し、その理由を当局にきちんと説

明しなければならなくなります。こ

れは判断力が問われる仕事で、決し

て容易なことではありません。

ここでも、進化に対する意識が高

い人々は積極的ですが、チェックマー

クを付けるだけの方が楽と考える人々

が大勢いるのです。私たちはこうし

た矛盾に対処しなければならないの

です。

そして、米国には基準設定と執行

に関するしっかりとした制度が存在

します。これはすべての国々にみら

れるわけではありません。したがっ

て、この緻密に構築された制度から、

基準の適用や執行の問題に関する仕

組みが必ずしも完全に整備されてい

ない原則主義的な制度に移行するに

当たっては、どうしても「しばらく

様子を見た方がいいのではないか」

ということになりがちです。「米国

の基準設定主体との関係をもっと整

理するべきではないか」、「FASBは

今後どういう役割を果たすことにな
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MichelPrada氏
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るのか」という疑問が出てくるので

す。

今日、欧州には、欧州の基準設定

主体は存在しません。欧州委員会

（EC）に行って「なぜ各国基準設定

主体で団体を作らないのか」と尋ね

れば、「それは面白い考えと思うが、

IASBという基準設定主体があるの

で欧州の基準設定主体は必要ない」

という答えが返ってくるでしょう。

米国は、明らかに異なる立場をとっ

ています。私は、グローバルな基準

の設定、基準のエンドースメントと

適用との整合性ある形でFASBが何

らかの役割を果たす方法を探すのは

さほど難しくないと考えています。

欧州には基準設定主体が存在しな

いと申し上げましたが、国家主権の

観点から、欧州の利益を害すると判

断されることが起きた場合は、重要

な「遮断器」としてエンドースメン

ト・プロセスを有するという原則を

留保しています。

ただ、この重要性を最小限に評価

させてください。なぜなら、カーブ

アウトが使われたのは１度だけで、

欧州に認められた大きな例外とみら

れていますが、この大きな例外は実

際にはなきに等しいものだからです。

カーブアウトは、政治的決定で導入

され、選択肢を提供するものでした

が、その選択肢はほぼ使われていな

いのです。したがって、現実は、原

則の問題として欧州が「これについ

てはIFRSに同意できないのでカー

ブアウトする」という可能性がある

ということなのです。米国が同様の

措置を求めるのは理解できますが、

現実においても、実際的観点からみ

ても、何の意味もないのです。

したがって、米国の仲間たちと、

あらゆる制約を調和させ、前進する

方法をいかに見出していくかが私た

ちの目下の課題です。どういう決定

がなされるかは分かりません。私は、

１月に就任して以来、SECのMary

Schapiro委員長と委員各位、Paul

Volcker氏、その他多くの人々にお

目にかかりましたが、こうした方々

やスタッフから聞いたところ、現在、

スタッフが報告書を作成していると

のことです。現時点ではまだ完成し

ていませんがほぼ作業は終了し、間

もなく仕上がるとのことです。

さらに、この件を委員会に提出す

るか否かはSEC委員長の判断に委ね

られています。米国の仕組みでは、

委員長が提示した問題は、５名の委

員で構成される委員会で検討されま

す。いずれ近いうちにSchapiroSEC

委員長にお目にかかることになると

思います。彼女がどうするかは分か

りませんが、私としては、経過措置

と国内問題に対処する何らかの取決

めを含んだ前向きの報告書が出てき

て、Schapiro委員長が委員の承認を

得るべく委員会に提出するという展

開になってほしいと思っています。

２月にSECの委員各位にお目にか

かったときは、全体として前向きな

感触を得ました。これはあくまでも

希望であって、確実にそうなるとい

うことではありません。それに、米

国で大統領選が前面に出てくる時期

と重なります。重要な意思決定は先

延ばしにされるかもしれません。で

すから、選挙前に決定が下されるこ

とを祈りましょう。

YaelAlmog 米国の前向きな姿

勢を示すもう１つの兆候は、基準設

定に係る組織に対する関心の高さで

す。私たちは、彼らが私たちの組織

の一員になりたい現れとして前向き

にとらえています。

また、IOSCOにおいても、IFRS

に関する議論は多くの場合、SECの

スタッフが先導しています。彼らは、

IFRS財団のディスカッションペー

パー、公開草案についてIOSCOが意

見を述べるときに参加することによっ

て、IFRSにおける専門的な能力を

準備しているような印象を受けるこ

とが多々あります。SECの主任会計

士室はIFRSの専門的な問題に深く

関わっているのです。米国市場の時

価総額の約10％を占める企業がIFRS

に基づく財務報告を行っているとい

う調査結果を読みましたが、おそら

く、それだけでなく将来に向けた準

備だと思います。これは大変好まし

い兆候です。時間的なコミットメン

トはありませんが、物事がどちらの

方向に進もうとしているかは分かり

ます。

MarkByatt 実によい指摘だと

思います。外国企業に対してIFRS

に基づく財務報告を認める決定がな

され、カナダがIFRSのアドプショ

ンに踏み切ったことから、今日では

100を超える米国市場上場企業が

IFRSに基づいて財務報告を行って

います。

また、先ほどMichelから、米国の

企業にとっての快適度について重要
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な指摘がありましたが、これはどこ

でも同じだと思います。日本でも

USGAAPに基づいて財務報告を行っ

ている企業がありますが、過去数年

間のコンバージェンス・プロジェク

トの結果、USGAAPとIFRSの原則

は大きく変更されます。原則主義に

基づくアプローチがUSGAAPにも取

り入れられることになります。コン

バージェンス・プロジェクトの残り

の部分が進むにつれ、かつて存在し

ていたかもしれないUSGAAPの安定

性が必ずしも存在しなくなります。

変更はかなりの時間をかけて実施さ

れるでしょう。問題は、一気にIFRS

に変更するのか、それともまずコン

バージェンス後の新基準に変更して、

再度IFRSに変更するという二段階

で変更するのかということです。

２ 中国・インド

関 根 中国にもいらしたそうで

すが、中国の状況はいかがでしょう

か。

Prada 中国については、とても

励まされる訪問となりました。日本

の仲間の何名かにも、私なりに解釈

した中国での議論の内容をお伝えす

る機会がありました。

基本的に、中国はIFRSを支持し

ており、基準設定という観点からも、

IFRSの適用を検討しているようで

す。現時点ではIFRSの文字どおり

の全面的な適用に踏み切っていない

こと、彼らのいうところの「継続的

なコンバージェンス・プロセス」を

念頭に置いているとの説明がありま

した。この場合の「コンバージェン

ス・プロセス」は、IFRSとUSGAAP

の間のコンバージェンス・プロセス

とは異なるものです。USGAAPと

IFRSのコンバージェンス・プロセ

スではさまざまな異なる意見がある

が、彼らとしては差異を最小限にと

どめたいと考えていること、そして、

一部については同意できず、現行の

やり方を変えたくない箇所があるこ

とについて説明を受けました。

私は専門家ではないのですが、基

準設定という観点からすると、中国

はIFRSの考えを採用し、IFRSを中

国の会計基準で適用するというのが

彼らの言い分なのです。もしそうで

あるなら、なぜ中国の会計基準が必

要なのか、なぜIFRSではだめなのか

と聞いてみたところ、面白い説明が

返ってきました。中国からすると、

単にIFRSを中国語に翻訳したものを

使うのは容易でないというのです。

中国の会計士や財務諸表作成者にとっ

て使い勝手がよいものにするには、

何らかの翻訳、解釈、適用プロセス

を定める必要があるというのです。

もちろん彼らの主張にも一理あり

ます。私は知らなかったのですが、

中国では上場企業の枠をはるかに超

えて適用しようとしています。中国

の会計基準は、中規模企業も含め膨

大な数の企業に適用されているので

す。欧州では、EU規制市場に上場

している企業の連結財務諸表のみが

上場及び市場機能維持のために

IFRSを適用し、中小企業など数多

くの国内企業には国内基準が適用さ

れますが、中国ではそうではなく、

IFRSがより広範に適用されている

のです。

彼らは、国際社会は中国の現実を

本当の意味で理解しておらず、過去

10年間に中国が取り組んできた、

IFRSのアドプションにほかならな

い「継続的なコンバージェンス」と

いう努力に十分な敬意を払っていな

いというのです。

私たちは、実質的な差異が残って

いるか否か確認しなければなりませ

ん。実態面におけるこの種の重要な

差異について、私たちはまだ特定し

ていないのです。私たちがこれまで

に特定した問題は、中国の状況に特

有の問題で、日本についてもいえる

ことかもしれませんが、支配に関す

るものです。IFRSの考え方にはな

くアジア的な考えにはある「共通支

配」について言及があったからです。

これは「異なる基準」ではなく「別

の基準」です。ある意味、理解でき

ます。基準の適用が適切に行われて

いるかどうかについてもチェックし

なければなりません。執行はIFRS

財団の仕事ではありませんが、首尾

一貫して基準が適用されるように各

国基準設定主体と規制当局と連携し

ていきたいと考えているのです。

中国について結論をいうと、ある

意味において中国は他の多くの国々

より、場合によっては一部の欧州諸

国より、IFRSに近づいており、私

たちは中国の現実を十分理解してい

ることをどう確認できるか、中国側

と協力して考えなければならないと

いうことです。それは、中国あるい

はその他の国々に理解させる適切な

方法を見出さなければならないとい

うことなのかもしれません。しかし、
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そうであれば、私たちにとってきわ

めて重大な問題です。なぜなら、中

国問題は米国問題とまるで異なるか

らです。米国の問題は、USGAAPに

IFRSとの差異を残しておきたいと

いう問題ですが、中国の場合は明ら

かにそういう問題ではありません。

当然ながら深く掘り下げて分析する

必要がありますが、私たちが中国か

ら受け取ったメッセージはそういう

ことなのです。

そして、歴史を振り返れば、中国

における統制経済から市場経済への

移行はきわめて短い期間に成し遂げ

られたわけで、この進化に関する私

たちの分析は現実に追いついていな

いのかもしれません。以上が中国に

関する私の見解です。

多くの人々と高いレベルの議論が

できたことに私は大変勇気づけられ

ていますし、これは大いに考慮すべ

きことと思います。この地域には、

例えば韓国のように、明確に完全な

アドプションを選んでいる国々がた

くさんあり、中国も完全なアドプショ

ンに近づいているかもしれないから

です。日本の経済、立場、制度、こ

れまでIFRS財団できわめて重要な

役割を果たしてきた日本のリーダー

シップを踏まえると、これは日本に

とって検討すべき重要な問題だと思

います。

関 根 私たちもアジア諸国の動

きは色々な意味できわめて重要だと

思っています。私は参加していませ

んが、企業会計審議会の別のグルー

プが12月に中国と韓国を訪問し、各

国の担当者と議論してきました。ま

た、インドとも会合（日印フォーラ

ム）を持ちました。

Prada インドにはまだ行ってお

りませんので、できるだけ早い時期

に訪問したいと思っています。イン

ドは考え方としてはIFRSにかなり

近づいていると理解しています。私

が思うに、インドの問題は米国の問

題に近いように思います。インドに

はインドの事情があり、IFRSに近

づいているものの差異が残っており、

IFRSの方向に進みたいと考えては

いるが現時点ではたどりついていな

いということだと思います。インド

には「主権」の問題があります。こ

れは大変重要で配慮すべき問題であ

り、理解できます。

中国への訪問で印象深かったのは、

中国がこの問題について一切触れな

かったことです。彼らは「これにつ

いては自国の主権を守りたい」とか、

「ある基準をアドプションしない権

利がほしい」というようなことを一

切口にしませんでした。彼らが言っ

たのは、「あなた方が新たな基準を

出す都度、私たちはその基準を中国

の会計基準に組み込む」ということ

なのです。この違いは重要です。

Byatt コンバージェンスに数多

くの異なるアプローチが出てきたと

いうことなのではないかと思います。

その中で、中国のアプローチはアド

プションに近いということでしょう。

インドの状況に関する私の理解は、

IFRSに向けた動きは支持しており、

現在、彼らのIFRS戦略をどう進め

るかについて決定しようとしている

ところで、その議論がまだ終了して

いないということです。私たちはイ

ンドから新たな評議員を迎えまし

た1。彼は、元インド証券取引委員

会委員長ですが、インドにおける今

後のプロセスで大きな役割を果たし

てくれると確信しています。

関 根 IFRSへのプロセスが異

なるにしても、つまり、アドプショ

ンであれ、コンバージェンスであれ、

最終的な目標はアドプションである

べきだということですね。

Byatt インドもG20共同声明の

重要な署名国ですから、国家元首の

指し示す方向は、単一の高品質の会

計基準を支持するということです。

主権の問題についてもう１つ申し

上げておきたいことがあります。ほ

とんどの国がエンドースメントの仕

組みを設けているのは、主権を「遮

断器」として、国際機関が国内法を

設定するという状況を回避するため

です。私たちは基準を作成しますが、

エンドースメントの仕組みがあるこ

とで、各主権国はその基準をアドプ

ションするか否かを自ら決定するこ

とができます。私たちがいい仕事を

して、幅広く意見聴取し、すべての

地域の見解を考慮に入れたならば、

エンドースメントの仕組みはほとん

ど形式だけのものとなるはずですが、

各国が自らの会計基準を決める主権

を維持するための重要な「遮断器」

となるのです。

１ IFRS適用

木 下 日本政府、金融庁は2009
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年、IFRSのアドプションに向けた

ロードマップを公表しました。

IFRSアドプションが最終決定にな

れば、2015年か2016年から強制適用

するというものです。

昨年、自見庄三郎金融担当大臣

（当時）は、IFRSのアドプション・

適用について後ろ向きととられる発

言をしました。2015年又は2016年か

らの強制的なアドプションは行わず、

５年から７年程度かけて適用する、

又は、最終決定も先送りするという

もので、私たちにとっては悩ましい

状況です。

実際には、日本の多くの上場企業

が既にIFRSアドプションに向けて

調査、準備、作業を行っています。

もちろん、日本は昨年、東日本大震

災を経験し、かつ日本経済は変化し

続けており、自見金融担当大臣の発

言はそういう背景を踏まえたもので

す。

しかし、IFRS財団からみて、本

当の意味で日本に期待するものは何

でしょうか。アドプションの決定で

しょうか。

Prada なぜ、もっと簡単に進ま

ないのか私には理解できないのです。

その理由は、日本はグローバル化や

国際化を強力に支持しているし、あ

らゆるフォーラムに積極的に参加し

ているからです。私たちは、IOSCO

で日本の仲間と素晴らしい関係の下、

ともに働きました。これは、米国の

やり方を注視する傾向とは相反しま

す。

歴史的な理由は理解できますし、

外交関係がどういうものかも理解し

ています。しかし、日本からみると

事態は変わったのです。現在、日本

の状況をみてみると、日本基準、

USGAAP、IFRSという３つの会計

基準が存在しています。コスト、比

較可能性、首尾一貫性のいずれの方

面からみても、これは問題です。な

ぜこの状況が続いているのかが理解

できません。

次に、すべての企業に同一の国際

基準を強制適用することに大臣が消

極的であるという国内事情は理解で

きます。私自身、数年前は銀行役員

で中小企業向け資金調達に熟知して

おりましたので、中小企業の特殊性、

例えば大企業と中小企業の違いは十

分承知しております。欧州でも事情

は同じですから分かっていますし、

実際、純粋な国内制度については不

安定化させたくないのです。

しかし、理解しがたいのは、米国

がIFRSを受け入れ、国内的事情で

USGAAPを残そうとしているときに、

日本がなぜIFRSとUSGAAPの両方

を受け入れるのかということです。

私は、IFRSの主要な対象となる

企業について日本が何らかの決定を

下すときに、前進するもしれないと

考えています。IFRSの主要な対象

企業とは、国際的に競争している上

場企業、日本経済の動向をみながら

海外の投資家が投資するインデック

スに組み入れられている日本企業で

す。日本が国際的なビジネスと国際

市場にコミットしているなら、

IFRSに移行するのが自然な流れだ

と思います。

日本と米国その他の国々との外交

関係は理解できますが、私たちがこ

こで話しているのは会計という実に

技術的で実務的な、運用に関する問

題なのです。そこになぜこうした外

交問題が大きく関わってくる必要が

あるのか理由が分かりません。

それに今日、IFRSを完全にアド

プションしている国々の多くは、米

国と関係の深い国々で、外交的に対

米関係にきわめて慎重でなければな

らないはずです。例えば、イスラエ

ルはIFRSを完全にアドプションし

ています。そのほかに韓国、オース

トラリア、カナダなど、いずれの国

も、米国ときわめて緊密な関係にあ

ります。もちろん、会計も重要です。

でもそれは、性格の異なる重要さな

のです。

国際的な動きや日本経済の競争力

から判断して、日本の市場が迅速に

IFRSに移行することは対米関係に

何ら害を与えるものではありません。

日本と日本企業、そして日本の市場

にとってきわめて有益であるととも

に、この分野における日本のリーダー

シップも維持することができるでしょ

う。日本はこれまで基準設定プロセ

スに素晴らしい人材を送り、懸命に

取り組み、先導的な役割を果たして

きました。私はなぜ、日本が国内の

問題についても考えつつ決定を下す

ことができないのか不思議でなりま

せん。両方できるはずです。

現在の状況、すなわち震災によっ

て大変な状況に陥っていることは十

分理解しています。優先されるべき

課題があることは分かっていますが、

大臣に会って、やはり同じことをい

うことになるでしょう。

フランスがIFRSに移行した当時、

私は証券規制当局の立場にありまし

た。フランスは、おそらくEU諸国

の中でIFRSへの移行に最も消極的

な国でしたが、移行はきわめて順調

に行われたとはっきり言うことがで

きます。コストに関する議論はあま

り正しい議論ではなかったし、複雑

さに関する議論も正しくはなかった

のです。フランスの上場企業は、日

本に比べて数はかなり少ないものの、
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主要な国際企業は難なくIFRSに移

行しました。市場でも何も問題は起

きませんでした。

ですから、今後５年から７年もの

時間を費やし、2015年、2016年、あ

るいは2017年あたりに決定を下すと

いうのは少し残念で、迅速化すべき

と思います。それが本当に日本経済

と日本企業の利益に適うことだと思

います。そうすれば比較可能性も、

競争力も、リーダーシップも手に入

れることができるのです。以上が私

の率直な意見です。

Almog 私は、イスラエルの証

券庁（ISA）に勤めていましたが、

イスラエルがアドプションに踏み切

るか否かの判断を迫られたとき、当

時の感触は、この決定を下すのにふ

さわしい時期は存在しないというこ

とでした。忙しいとか、何だかんだ

と、いつも都合が悪いのです。そこ

で私たちは戦略的決定を行いました。

イスラエルと日本ではまるで状況が

異なり、イスラエルは日本よりずっ

と小さな市場です。それでも、異な

る言語を持ち、会計言語で国際的な

基準と同調しなければならず、少し

離れているという点で同じ特徴を持っ

ています。

イスラエルもまた、規制その他の

面で米国の影響を大きく受けていま

す。それでも、私がISAにいた当時

の長官の任期中に、IFRSへの移行は

イスラエルにとって好ましい動きな

ので、むやみに引き延ばすことなく

短期間で移行しようという明確な決

定が下され、２年間でやり遂げまし

た。猛烈な反対がありました。財務

諸表作成者をはじめ、あらゆる人が

この動きをやめさせようと政治家に

働きかけました。私たちは準備を整

え、短期間で簡単に、時間を浪費せ

ず、２年間で移行してしまおうと言

いました。まるっきり同じ経験なの

です。皆、大声で反対を唱えていま

したが、決断が揺るがないことが分

かると、きちんと移行しました。そ

して今日、当時のことを振り返って、

何が起きたかを語る人は誰もいませ

ん。皆、IFRSを使い、満足して幸

せに暮らしています（笑）。

２ サテライトオフィス

木 下 次に、この秋、東京に

IFRSのサテライトオフィスが開設

されます。このサテライトオフィス

に何を期待するか、これをどう活用

していくかについて、お話しくださ

い。

Prada ロンドンの外にサテライ

トオフィスを構えるのは初めてです

が、これは、私たちが関係者にもっ

と働きかける必要があること、各地

域の利害に焦点を当てる必要がある

ことを認識している現れです。この

オフィスは東京に開設されるわけで

すが、これは必要な資金のほとんど

を拠出してくれた日本側の懐の深さ

に負うところが大きく、私たちは大

変ありがたく思っています。

しかし、これは単に日本だけのた

めのものではなく、この地域との連

携点として活用されるべきものです。

このオフィスにはエグゼクティブオ

フィサーとテクニカルオフィサーが

それぞれ１名就任することになって

いますが、ここで働く人々は、この

地域の基準設定主体と緊密に連携し

なければなりません。そして、私た

ちがよりよいアウトリーチを行って、

現場に赴く手助けをしていただきた

いのです。

彼らはIFRSの日々の機能の中に

組み込まれますが、同時に、この地

域における他の基準設定機関や利害

関係者のあらゆるニーズに配慮する

必要があります。したがって、イベ

ントを開催したり、各地に出張した

りして、各地の基準設定主体との連

携を維持発展していくべきです。グ

ローバルな組織である以上、ロンド

ンのオフィスで今ある状態のままで

いるわけにはいかないことを私たち

は認識しています。IASBのスタッ

フも各ボードメンバーも数々の出張

をこなし、各地域の関係者を訪問し

て議論を重ねるなど、懸命な努力を

行っていることも承知していますが、

これらは時々行われるイベントでし

かなく、思っているほど現地にいら

れるわけではありません。

そういうわけで、サテライトオフィ

スの開設はきわめて戦略的な決定で、

重要なことなのです。今後、このオ

フィスがどのように機能していくか、

私たちは注意深く見守っていきます。

私は、日本の皆さんが有能であるこ

とを知っていますので、必ずやうま

くいくと確信しています。いわゆる

「政治的見地」からすると、各国・

地域とよりよい連携を図る必要があ

ることを明確に認識しています。そ

して、ほんの少し意味合いが違うの

ですが、新興経済諸国の動向を注視

する必要についても理解しています。
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つまり、戦略という面では、より現

場に近づき、新興経済諸国のニーズ

により開かれた体制を作るという２

つの大きな政治的展開が、近い将来、

起きることになります。

３ IFRS教育

木 下 IFRSに関する教育とし

ては、当協会でもIFRS勉強会を開

催しています。勉強会では、IASB

のアジェンダペーパーを読むわけで

すが、参加者は、IASBの審議会さ

ながら、IASBのアジェンダペーパー

の内容について議論しなければなり

ません。これは正式なイニシアティ

ブがあるわけではありませんが、当

協会の重要な活動の１つです。では、

IFRS勉強会に参加されている中村

さんから説明をお願いします。

中 村 IFRS勉強会は昨年から

開催しています。大規模・中規模監

査法人の公認会計士合わせて15人程

度が参加しています。勉強会は毎月

１回開かれ、その月のIASB会議で

取り上げられた問題ほぼすべてにつ

いて議論します。勉強会は当協会の

主催で行われ、IASBで理事を務め

られていた山田辰己さんが議長を務

めています。

勉強会の参加者は、IASB会議の

アジェンダペーパーを事前に読んで、

勉強会当日は、ASBJのスタッフか

らアジェンダペーパーの説明を聞き、

IASBの理事になったつもりで議論

します。

この勉強会は、IASB会議で行わ

れていることを追いかけ、参加者で

議論することによって、IFRSの原

則や基本を学ぼうとするものです。

これは大変重要なことだと考えてい

ます。なぜなら、IFRSは原則主義

に基づく基準ですので、監査人とし

ては、クライアントに対してこの基

準の正確な解釈を提供できなければ

ならないからです。

もう１つの目的は、人材育成です。

将来、IASB又はその他の組織に参

加する能力を身に付けた人材の育成

です。これも、日本が今後の基準設

定プロセスでその役割と影響力を持

ち続けていくために重要なことです。

そういうわけで、日本の監査人は

準備万端であるということになりま

す（笑）。

Prada 素晴らしいことです。専

門家のサポートなしに成功はあり得

ません。人材を教育し、議論に耳を

傾け、IFRS基準がどういうものか説

明しようする皆さんの取組みは、い

ずれも、間違いなく大いに役立つも

のです。そして、日本の公認会計士

や監査人の利益にも適うのではない

かと思います。IFRS基準を理解し、

適用し、監査できるということは、

公認会計士や監査人にとって国際的

な大きな強みになるからです。一方、

国内問題だけに取り組んでいたので

は、活躍の場は日本だけです。企業

がグローバルに事業展開するグロー

バル化した世界においては、IFRS

に通じた日本人の公認会計士や監査

人を抱えられることは、企業が今後

発展していく上で、そして、グロー

バル化したシステムに参加していく

上で、重要な鍵となるからです。大

変よいことだと思います。

ご存知のとおり、評議員会にも教

育・コンテンツに関する委員会があ

り、オーストラリア出身のJeffrey

Lucy氏が議長を務めています。こ

の委員会は、各国レベルの教育実施

機関との協力関係を構築しています

ので、きっと皆さんとも緊密に連携

していることと思います。何かサポー

トが必要であれば、いつでもお手伝

いできます。

Byatt IASB会議をそこまで念入

りにフォローされておられるとは、

大変興味深いことです。私たちの取

組みをどうすればよりよいものにで

きるかのアドバイスがあれば、いつ

でも歓迎です。

木 下 勉強会は、毎月まる２日

間かけて真剣に議論します。

関 根 基準の適用その他につい

て詳細な議論を行う一方で、若手の

監査人の教育はとても重要なことと

思っています。そこで、山田辰己氏

にも協力してもらい、IFRS教育に

取り組んでいます。そのため、山田

氏はIASB理事を退任した後でも、

アジェンダペーパーを読み続けてい

るのです。

Byatt 人材教育は、私たちの戦

略レビューにおいても、適切な教育

資源を確実に提供し、そうすること

で基準適用の首尾一貫性を向上させ

るためにも、重要な手段であると結

論付けられました。

木 下 当協会では、IFRSにつ

いて会員に対する研修を実施してい

ますが、これはある種の継続的専門

教育でもあります。その一方で、会

員だけでなく日本企業の方々も対象

として、定期的にセミナーを開催し
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ています。IFRSに関する教育につ

いては、かなり大々的に取り組んで

います。

木 下 IFRS財団として、資金

面の構造を強化するために何か計画

はお持ちでしょうか。

Prada 私たちの組織が発足した

当初に比べれば大きく前進している

と思います。IFRS財団が2001年に

設立されたとき、設立資金の大部分

は大手会計事務所等をとおして専門

家が負担しており、国別による拠出

もなされるべきとの決定が下されま

した。問題はどうやって進めるかで

す。簡単ではありません。大きく進

歩したというのは、各国メンバーと

概ね同じような取決めができたとい

う点においてです。状況は必ずしも

同じではありませんが、多くの場合、

各国基準設定主体若しくは何らかの

会計組織がIFRS財団と各拠出主体

の仲介役を果たしています。

私たちは、各国の拠出がどの程度

であるべきかを検討する仕組みを決

定しました。主にGDPの規模に応じ

て定めるというものですが、この点

からいうと、今日においては、欧州

が最も大きな拠出を行い、２番目が

米国、３番目が日本、その後に一連

の国々が続きます。多くの場合、私

たちの仕組みは安定しています。こ

れは今日の欧州についてあてはまる

ことだと思います。米国の場合は、

仕組みが何かと複雑なので必ずしも

そうではありませんが。私は、GDP

は適切な指標だと思います。

これをどう一般化できるか、長期

的な資金拠出をどう確保するかは今

後の課題です。今日、IFRS財団は

ほぼ毎年のように、次年度の資金を

確保すべく交渉しなければならない

状況にあります。現在の予算規模は

2,500万ポンドくらいです。

明らかなのは、もっと安定的な資

金拠出のコミットメントが必要だと

いうことです。偶発的な変更で資金

不足に陥ることのないよう、例えば、

向こう３年間又は５年間の資金拠出

を確保しておくべきです。

次に、組織が発展していくと思わ

れ、それに伴い資金も増えなければ

ならないということです。資金援助

をいただいている会計事務所に大変

感謝しているのですが、理念的な観

点からすると、公共の利益のために

公共財に関する取組みを行っている

国際組織は全額広く募集した資金に

よって賄われるのが望ましいあり方

だと思います。国別に個々の企業や

拠出主体から賦課金（levy）によって

徴収した資金で賄うということです。

以上が戦略的レビューで検討し、

実施したいと考えていることです。

いずれにしても、IFRS財団の運

営資金の過半は広く募集した資金に

よって賄われており、その方法も、

GDPに基づいた合理的な方法で行わ

れています。今後、長期的なコミッ

トメントと、広く一般から募集した

拠出、そして可能であればさらなる

資金の確保を取り付けたいというこ

とです。

Almog 基準書の発行、知的所

有権（IP）、契約等、潜在的な収入

源もあります。ただし、基準の普及

をできる限りサポートしなければな

りませんので、こうした活動を主た

る収入源とするより、広く募集した

資金に焦点をあてる方がよいだろう

というのが私たちの考えです。基準

そのものを普及させたい、なるべく

入手しやすいようにしたいという思

いがあるからです。

とはいえ、今ちょうどこれについ

て検討しているところです。現在の

価格設定は私たちの考え方に合致し

たものなのですが、それでもずっと

何年も据え置きでしたので、おそら

く少しは上げてもいいのではないか

ということです。

Byatt 私からは、日本の資金調

達の仕組みは、私たちが世界の他の

地域に出かけたときに資金調達方法

の事例として使わせていただいてい

ることを申し上げておきたいと思い

ます。

関 根 IFRSの今後についてお

伺いしたいと思います。最初の10年

間に比べてそれに続く10年間は随分

異なるものになることは承知してい

ますが、IFRS財団評議員会の戦略レ

ビューの中でも特に重要なポイント

は何でしょうか。

Prada １つ目の重要なポイント

は、可能な限り速やかなアドプショ

ンの実施です。まずは米国と日本で

す。中国についてはかなりアドプショ

ンに近づいていると思いますので、

ここでは含めませんが、インドにつ

いては対象です。現在、G20諸国の

３分の２がIFRSを適用しています。

多くの大企業がIFRSに基づく財務

報告を行うようになっており、全世

界で100か国がIFRSを強制適用又は

容認しています。したがって、その

総仕上げが第１の目標です。これは

今後何年かでやり遂げなければなり

ません。

２つ目は、基準の設定、適用、執

行のつながりに関する問題です。
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IFRS財団は、基準の適用と執行に

関する問題については審議する権限

を持っていません。したがって、も

う１つの重要な戦略的展開は、基準

の設定、適用、執行に関する問題に

ついて対処する関連組織とのネット

ワークを構築することです。私は、

基準の適用と執行については難なく

対処できると確信しています。おそ

らく概念的には、各国基準設定主体

との微妙なバランスを保つのは少し

難しいと思います。理想としては、

各国でIFRSを推進し、基準設定主

体にフィードバックしてもらうこと

で問題を特定し、研究するというか

たちで、私たちの枠組みの中に組み

入れられればと思います。

実務的というよりは構造的な観点

からみた場合、執行は比較的簡単か

もしれません。IOSCO、場合によっ

ては、各地域の主要な規制当局との

つながりを構築する方が容易かもし

れません。今日のEUを例に挙げて

みましょう。EUレベルの基準設定

主体がないと先ほど申し上げました

が、欧州証券市場監督庁（ESMA）

という欧州の証券規制当局の集合体

のような組織があり、私はこの組織

作りに大きく関わってきました。ま

ず1997年にパリで、いわゆる欧州証

券委員会フォーラム（FESCO）と

称されるグループが創設されまし

た。TommasoPadoa-Schioppa氏が

FESCOの初代議長として1997年に

就任しました。その後、FESCOの

業務は欧州証券監督者委員会

（CESR）に引き継がれ、CESRを発

展継承するかたちでESMAが創設さ

れました。ESMAには、財務情報と

会計に関する問題に専念して取り組

んでいるチームがあり、私たちは、

欧州ですべてが順調にいくようにす

るにはどうすればいいか、彼らと協

力して考えなければなりません。構

造的なつながりという観点からする

と、証券規制当局との協力関係の構

築はきわめて簡単にできると思いま

す。

監査人や会計士との連携という問

題もあります。監査監督機関国際フォー

ラム（IFIAR）は発足したばかりの組

織です。監査の管理については、さ

まざまなレベルでの展開があります。

国際的にも数々の問題があります。

世界各国の会計監視委員会はどのよ

うに協力していくのか。会計基準を

どう執行するかという問題について、

各国の会計監視委員会や証券規制当

局はどう取り組めばいいのか。これ

は簡単な問題ではありませんが、私

たちが今後取り組まなければならな

い２つ目の重要課題です。

３つ目の重要なポイントは、新興

市場諸国のニーズに耳を傾けること

です。これまでは主として主要市場

の主要企業に焦点があてられてきま

した。それがグローバル化の最優先

課題だったからです。しかし、新興

市場諸国が発展し、資本市場の発展

に大きな役割を果たすようになるに

つれ、これらの国々のニーズに耳を

傾けることがきわめて重要になって

きました。実際、IASBがこのアジェ

ンダプロセスを作成するに当たり、

幅広く各方面から数々の意見が寄せ

られました。IASBでは主要な結論

についても関係各方面から意見を聴

取することを考えており、近くペー

パーが公表されるはずです。その上

で、関係者から寄せられた意見をま

た吟味します。ちなみに一部の先進

国についてもいえることですが、新

興市場諸国には特有のニーズがある

ようです。例えば、採掘業がきわめ

て重要な問題になっています。農業

も重要性が高まっています。まずは

問題を調べるのが優先事項です。

そして、まださほど重要性が高まっ

てはいませんが、中小企業向けIFRS

（IFRSforSMEs）の改訂に取り掛

かっています。先ほど国内における

懸念と国際的なアプローチの間の矛

盾についてお話しましたが、おそら

く、これがその問題に対する解決策

になるのではないかと思います。先

進国と新興市場諸国の中小企業が受

け入れられるような基準を提供でき

たら、世界の発展を促すことができ

るかもしれません。現時点では明ら

かに大企業や国際的な企業、上場企

業にばかり目がいきますが、この分

野においても、ある種の連続性が存

在するべきです。多くの国々におい

て、そして、私自身の国においても、

中小企業が問題になっています。中

小企業をいかにして金融システムに

取り込むか、すなわち、銀行が大き

な役割を果たす純粋な間接金融のシ

ステムを離れて、最も活力に満ちた

成長企業が直接市場から資金調達で

きるシステムに向かうのをどう後押

しするかということです。これにつ

いては、おそらく、私たちよりも米

国の方がうまくやっていると思いま

す。まず、米国で上場している企業

の数をみてみると、中小企業の占め

る割合は欧州のほとんどの国よりも

はるかに高いことが分かります。そ

して、欧州では中規模企業向けの市

場をどうするかという問題にずいぶ

んと頭を悩ませてきました。IFRS

財団としては、おそらく中小企業向

けIFRSの作成というかたちで、こ

の問題に貢献できると考えています。

以上が私の念頭にある主要項目です。

Byattアジェンダコンサルテーショ
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ンについて言及がありましたが、これ

はきわめて重要な取組みでした。３

年に１度、将来のアジェンダについ

て広く公から意見を聴取するもので

すが、実に質の高い意見が寄せられ

ています。HansHoogervorst議長は

たびたび日本から寄せられる意見の

質の高さに言及しています。実際、

アジェンダコンサルテーションに質

の高い情報提供をしてくれる国とし

て、議長はいつも日本を例に挙げて

います。

是非、これをお伝えしておきたい

のですが、Hansは、１月にロシア

で行った講演で、さらに３月にメキ

シコで行った講演でも、共通支配下

の企業結合はIASBの将来のアジェ

ンダを構成する要素の１つになると

述べています。先ほどMichelが言っ

たとおり、これはこの地域において

きわめて重要なトピックです。

Almog IASBは遅れているコン

バージェンス・プロジェクトで多忙

を極めています。そして、アジェン

ダコンサルテーションに関するフィー

ドバックを求める各国・地域のニー

ズを満たし、既にIFRSをアドプショ

ンしている国々を維持し、そのニー

ズに応えるため、さらには、現時点

ではIFRSで対処しきれていないが

今後対処していかなければならない

ニーズに応えるためにも、このプロ

ジェクトを完了させることは、優先

順位の高い課題なのです。つまり、

短期的には、コンバージェンス・プ

ロジェクトを終え、IASBが他の課

題に取り組む時間を持てるようにす

ることがきわめて重要な優先課題だ

ということです。

関 根 優先順序がよく分かりま

した。どういう形で実施されていく

のか、そしてネットワーク作りや、

どういうアジェンダがより好ましい

かということも含め、さまざまな重

要課題について、今後の動きに注目

していきます。

山 崎 次に私からお伺いしたい

のは、規制当局との関係についてで

す。IFRS財団のガバナンスについ

て、モニタリング・ボードを頂点と

する三層構造はよいと思うのですが、

現在、モニタリング・ボードは少人

数組織です。今後、IASB又はIFRS

財団が多くの国々の規制当局と連携

していくとなると、当然この構造も

変わる必要があると思うのですが、

これについては議論する予定はある

のでしょうか。

Prada モニタリング・ボードの

メンバーでどういう議論がなされて

いるかについては、私は当事者では

ないので詳しく知りませんが、とり

あえず当面は三層構造の原則は揺る

ぎないし、変わることはないだろう

と思います。

２つの考え方があります。１つは、

規制当局への対応についてです。モ

ニタリング・ボードの報告書に明記

されているのは、金融システムの監
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督・監視は、各市場を監督する当局

の手に委ねるべきであるということ

です。私はその見解に共感しており

ますが、グローバルな視点でいうと、

監督規制当局との関係をどうするか

という問題が出てきます。なぜこの

ようなことを言うかというと、今回

の金融危機の根っこにあった２つの

現象に若干の懸念を感じているから

です。１つは、私たちがこれまでに

行ってきた会計に関する議論は、金

融機関の会計を念頭に置いた議論に

すぎなかったということです。危機

という要因があったことから、公正

価値会計や金融商品等に関する激論

も含め、これまで私たちが行ってき

た議論はすべて、監督規制当局にとっ

て最重要問題だったわけですが、問

題なのは、会計が監督規制の手段と

して使われるリスクがある、又は、

そのリスクがあったということです。

それが正しいアプローチだとは思え

ないのです。

何とか監督規制当局との適切なバ

ランスを見出せたのではないかと私

は思っています。つまり、我々は互

いに協力しており、監督規制当局は

モニタリング・ボードに参加し、バー

ゼル委員会はそのオブザーバーであ

るけれど、両者は別物であるという

ことです。監督規制は１つの確立さ

れた専門技術であり、マクロ経済、

金融安定化、金融機関の強靭性に関

する問題に対処するもので、会計と

は別個のものです。会計は、監督規

制当局が現実を理解できるような情

報を提供しますが、監督規制当局は

監督規制目的のために会計に影響を

及ぼすべきではありません。金融危

機諮問グループでダイナミックプロ

ビジョニング、より具体的には景気

変動抑制的な引当金について、バー

ゼル委員会の代表者と激しい議論を

戦わせたのを覚えていらっしゃると

思います。あの議論においては、金

融機関が好況期にはバッファーを積

み増して、景気が悪化して不況に陥っ

たときに問題に対処できるよう備え

ておくべきか否かについては、彼ら

が決めるべき問題ではあるが、マク

ロレベルで経済を管理するのは会計

担当者の仕事ではないこと、さらに、

実態がいかなる状況にあろうと、各

社の業績と財務状況がどうなってい

るか可能な限り綿密に実態に注目す

るだろうということを説明し、最終

的に納得してもらいました。これは

大変難しい議論でした。概念的に解

決は容易ではないからです。

２つ目は、私たちは金融及び金融

機関の問題から少し離れつつあると

いうことです。製造業や観光、エネ

ルギー、運輸、その他もろもろ、経

済全般に焦点を引き戻さなければな

りません。危機下において金融機関

の財務状況がいかに重要だったかは

承知していますが、会計は、金融機

関の監督規制手段に関する問題だけ

に没頭すべきではありません。

私たちと規制当局との関係はかな

り明確だと思います。証券規制当局

に身を置いていた者として、本当に

そう思います。監督という観点から

すると、証券規制当局との連携が最

も重要だと思います。なぜなら、情

報の非対称性、情報の質、情報の透

明性、さらには、財務諸表がどのよ

うな構成で、どのように作成され、

提示されるかといった問題に直面し

ているのは、ほかならぬ証券規制当

局だからです。したがって、私たち

にとっての最優先課題は、監督規制

当局と協力したいという意識を持っ

て、強固な協力関係を構築すること

です。このことをなぜ強調しておき

たいかというと、歴史に照らして物

事をみてみると、時代ごとにさまざ

まな優先順位を経験してきたことが

強みになります。2000年代の初めに、

銀行に関する議論はありませんでし

た。私たちはエンロンやワールドコ

ムやパルマラットについて大いに議

論し、産業、商業、サービス部門の

企業の会計をどうするかが議論の焦

点でした。

2008年以降は、金融危機の影響で、

金融機関が議論の中心になりました。

そろそろ原点に立ち戻り、経済全体、

そして業種にかかわらず企業のニー

ズがどうなっているのか、調べる必

要があります。現在想定している主

要検討項目として、複雑な金融商品

の問題も含まれており、これについ

ては現在、収益認識について議論し

ているところですが、そのほかにリー

ス会計、採掘業、農業といった少し

違う問題も含まれています。

山 崎 ありがとうございました。

最後に日本の公認会計士にひと言お

願いします。

Prada 国境の向こうを見よ！

グローバルであれ!!

山 崎 いい言葉ですね。本日は

お忙しい中お時間をいただきありが

とうございました。

＜注＞

１ 2012年２月にC.B.Bhave氏が

評議員に就任している。
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